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◇同和問題や女性、子ども、高齢者、障害のある人、外国人に対す
る人権問題など、様々な人権問題が依然として存在しており、人
権教育・啓発の進め方にも、更なる工夫が求められています。

◇インターネットの普及など時代の変化に伴って、新たな人権侵害
が増加しています。

○府民参画型の人権教育・啓発の実施や国、市町村、ＮＰＯ等と連携
した人権相談システムの確立などにより、様々な人権問題の解決に
取り組みます。

◇日本では、一部に、障害のある人、高齢者、妊婦などを通常の社会
の仕様の中で生活しにくい人々として特別扱いする風潮が見られま
す。

◇建物や製品等について、すべての人々がはじめから安心・安全に利
用できるユニバーサルデザインの考え方が広まっており、高齢化や
国際化の進展に的確に対応するために、更なる普及促進が求められ
ています。

○ユニバーサルデザインの普及啓発やだれもが不自由なく行き来できる
まちづくりなどにより、ユニバーサルデザインの考え方に基づく社会
をつくります。



現

状

・
課

題

対

応

方

向

◇多様化・複雑化する住民ニーズや地域課題への的確な対応が求
められる中、これまで行政が中心的に担ってきた子育て、青少
年育成、高齢者福祉などの様々な公共的サービスを、ＮＰＯや
大学、企業などの行政とは異なる多様な主体が担うようになっ
てきています。

○行政、ＮＰＯ、地域団体、企業、大学等が対等の立場で結びつき、
地域課題の解決を図るプラットフォームなどを通じて、地縁組織
のような生活共同体とともに課題共同体の育成を図る中で、地域
力を引き出し、地域づくりに活かします。

◇行政の箇所付け等に沿って進められてきた道路や河川の整備など
の公共事業等について、住民の気づきや提案等をもとにして進め
る取組が出てきています。

◇まちづくりなどに関心を持つ住民が増える中、住民の暮らしの中
での気づきや問題意識を、住民に身近な事業等に十分活かすこと
が求められています。

○府民の気づきや発意により事業を行う府民参加型の事業手法を様々
な分野で展開し、住民と行政の協働を拡充します。




